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揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤

さ さ き のり ひろ やま ぐち ま み もり た さとる

佐 々 木 智 弘・山 口 真 美・森 田 悟

概 況

北京オリンピック（以下，五輪）の開催で，胡錦濤政権は国内外に対し中国の発

展ぶりをアピールし，権力基盤の強化を図ろうとした。しかし，チベットでの大

規模な抗議行動，四川大地震，未曾有の経済危機など予想外の出来事が重なり，

中国の不安定要因が一気に吹き出した１年であった。

国内政治では，失業者や政府の対応に不満を持つ人々が増え，大規模な抗議行

動も多発し，社会的な不安定がより深刻なものとなった。このような状況下で安

定を確保するために，胡錦濤政権には政治的な締めつけという選択肢しかなかった。

経済は世界的な金融危機の影響が月を追って深刻化した１年となった。近年経

済成長の主要因となってきた外需が急減速したのを受けて GDP成長率は年末に

かけて落ち込み，年間では前年比９．０％増と発表された。輸出入総額は前年比

１７．８％増だったものの，増加率は輸出入とも例年を下回った。他方，貿易黒字は

前年に続き４年連続で過去最大を更新した。２００８年前半には，前年来の経済過熱

とインフレ懸念が依然としてくすぶっていたため，政府は頻繁に金融引き締め措

置をとった。しかし，外需の低迷が実体経済への影響を深めるなかで金融政策は

急転し，９月以降は一連の緩和措置がとられるとともに，４兆元の財政支出によ

る景気刺激策が発表された。外需の低迷は輸出向け企業の収益悪化につながり，

出稼ぎ労働者が大量に失業するなど，雇用情勢も急激に悪化した。年末の中央経

済工作会議では，２００９年には８％の経済成長率を確保するため，あらゆるマクロ

経済政策手段を動員することが決定された。

対外関係では，五輪の成功と経済危機への対応のために，国際社会との協調が

求められ，中国の影響力が際だつ結果となった。また，台湾に対する政策が大き

く転換されたことは特筆すべき点である。

２００８年の中国
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国 内 政 治

不安定さを増すチベットの状況

３月１４日，チベット自治区ラサ市内でチベット人による大規模な抗議行動が発

生し，鎮圧に当たった当局の治安部隊と衝突した（この一連の出来事を本稿では

「３．１４行動」とする。中国当局は「破壊略奪放火事件」と呼ぶ）。当局は３００カ所

が放火され，２１４の商店が燃やされ，住民の死者を１８人と発表したが，チベット

亡命政府は確認された死者を約１４０人と発表した。その後，チベット人の抗議行

動は，周辺の甘粛省，青海省，四川省のチベット族自治州に広がった。

温家宝総理は３月１８日，「黒幕が『ダライ』と無関係といえるのか」と述べ，

チベット人による一連の抗議行動の首謀者がダライ・ラマ１４世（以下，ダライ・

ラマ）であるとの見方を示唆した。しかし，チベット亡命政府はダライ・ラマの

関与を否定し，「現行の中国統治下で，チベットの人々の心に深く根ざしてきた

憤りのあらわれ」として，暴徒化の背景に中国共産党の民族政策に対するチベッ

ト人の鬱積した不満があることを指摘した。具体的には，政治権力を少数民族で

はなく漢族が握っていること，当局による「中国」文化の強要，宗教活動への干

渉による民族のアイデンティティの否定などの民族自治制度の形骸化や，２００６年

７月の青蔵鉄道の開通によりチベット経済の主導権を漢族に握られたことなどが

ある。そのダライ・ラマは，暴力による中華人民共和国からの独立ではなく，当

局との話し合いによって「高度な自治」（中華人民共和国の枠組みで，チベット

人居住地域をひとつに集約して，外交と防衛以外の最終的な決定権を有する）を

求める「中道のアプローチ」を掲げている。しかし，３．１４行動に対しては，ダラ

イ・ラマも，話し合いよりも暴力により現状を変えようとする勢力が存在するこ

とを示唆した。

公安部は３．１４行動に関連して１０００人以上を拘束しており，４月にラサ市中級人

民法院が３．１４行動に参加した３０人の被告に実刑判決を下した。また当局は３．１４行

動後にチベット人への愛国主義教育を強化している。

国際社会は，チベット人に対する当局の鎮圧を非難し，その中止を求めた。フ

ランスやドイツは五輪開会式への首脳の不参加をほのめかすことで，当局に譲歩

を迫った。他方，アメリカはブッシュ大統領の五輪開会式出席が中国の「説得を

進めるための重要なカード」との認識から出席の意向を示した。

２００８年の中国
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４月１日から始まった海外での五輪聖火リレーは，当局に反対する在外チベッ

ト人や人権活動家らによる妨害と，当局を支持する中国人留学生や中国系住民ら

による妨害阻止によって，ロンドン，パリ，サンフランシスコなどで混乱した。

とくにパリでの妨害行為に対し，一部中国人の民族主義意識が高まり，批判の矛

先は妨害行為を阻止できなかったフランス政府に向けられた。そしてそのような

対仏批判はフランスの大手スーパー，カルフールの前での反仏デモへとエスカレ

ートしていった。カルフール前でのデモは，４月１９日の北京，武漢，青島を皮切

りに中国各地に拡散していった。そして当局もこれを黙認した。

他方，当局は党中央統一戦線工作部（副部長の朱維群と斯塔）とダライ・ラマの

個人代表（ロディ・ギャリとケルサン・ギャルツェン）との面会（中国語では「接

触」）を決めた。５月４日の面会で，３．１４行動について，中国側はダライ・ラマ側を

非難し，当局側の対応，そしてこれまでの中央の対チベット政策が完全に正しいこ

とを主張した。他方ダライ・ラマ側はダライ・ラマが煽動したこと，および五輪

を妨害していることを否定し，当局が何十年間もチベット人に間違った政策を行

い続けたことによる不可避の結果であると主張した。このように双方がこれまで

の主張をくり返すだけで，実質的な議論はなかった。７月１～２日に開かれた２

度目の面会でも双方の主張は平行線をたどった。当局が８月までに２度の面会を

設定したのには，五輪成功のために国際社会の中国非難を和らげる意図があった。

１１月４～５日に開かれた３度目の面会でも，状況は変わらず，決裂した。朱副

部長は「全く信頼できない。対話の雰囲気を決定的に破壊した」「双方の見解に

大きな相違があった」と述べ，一方ロディ・ギャリは「中国側が我々の要請に応

じる姿勢を全くみせないので，次回の対話については協議しなかった」と述べた。

１１月１７～２２日にチベット亡命政府側では亡命チベット人特別会議が開かれた。

世界各地の亡命チベット人代表６００人が参加し，中道アプローチの継続を決議す

るなど中国との対話重視が大勢を占めた。

ウイグル族のなかでも民族独立運動が活発化した。７月２１日に雲南省昆明市で

２人が死亡するバス連続爆破事故が発生したが，同月２５日，トルキスタン・イス

ラム党が犯行声明を出した。また，新疆ウイグル自治区カシュガル市では，８月

４日に国境警備隊に対する襲撃事件が発生し，１６人が死亡，１６人が負傷し，同月

１２日にも検問所の保安要員４名が襲撃を受け，３人が死亡した。こうした動きに

対し，公安部は１０月２１日，第２回「東トルキスタン独立運動」テロ分子の名簿を

発表し，運動の幹部８人を「テロリスト」に認定した。

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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四川大地震

５月１２日に四川省�川県でマグニチュード７．８の大地震が発生した。翌１３日に
は温総理が現地に入り陣頭指揮に立った。胡錦濤総書記も１８日に被災地を視察し

た。地震による死者は６万９２２７人，行方不明者１万７９２３人であり，８４５１億元の経

済被害をもたらした。政府は，６月に「�川地震災害復興条例」を施行するなど
次々と復興対策を打ち出したが，山間部の多い被災地の復興は容易には進まなか

った。また被災者への補償も十分ではなかった。さらに学校などの公共施設の崩

壊が被害を大きくしたことで，施設建設をめぐり地元政府と建設業者の慢性的な

癒着関係とそれによる「おから工事」（手抜き工事）が取りざたされ，被災者の反

感を買った。これについては，報道規制を敷くなど当局が沈静化を図り，被害者

からの真相究明要求も無視された。さらに，補償額が十分でないことも公共施設

関連被災者の不満を高めている。

全人代と党中央委員会全体会議

３月，第１１期全国人民代表大会（全人代）第１回会議が開かれた。前年２００７年１０

月の第１７回党大会で確定した党指導部の新しい顔ぶれにもとづき，国務院などの

人事が確定した。国務院総理には温家宝が再選され，副総理には李克強，回良玉，

張徳江，王岐山が選ばれた。副総理級の国務委員には，劉延東，梁光烈，馬凱，

孟建柱，戴秉国が選ばれた。また胡錦濤が国家主席と国家中央軍事委員会主席に，

呉邦国が全人代常務委員会常務委員長に再選された。注目すべきは習近平が国家

副主席に選ばれたことで，ポスト胡錦濤の地位をさらに確固たるものとした。

国務院機構改革案も採択された。機能の近い官庁を統合し，肥大化した組織を

縮減する「大部門制」がキーワードとなった。改革案では，第１にマクロ調整部

門である国家発展改革委員会，財政部，中国人民銀行の機能が変更された。第２

にエネルギー管理機構強化のため，ハイレベルの議事協調を担う国家エネルギー

委員会が設置され，エネルギー産業の管理を行う国家エネルギー局が同委員会に

設置された。第３に，情報産業部が廃止され工業情報化部が，交通部と中国民用

航空総局が統合し交通運輸部が，人事部と労働社会保障部が廃止され人力資源社

会保障部が，国家環境保護総局が昇格し環境保護部が，建設部が廃止され住宅都

市地方建設部が設置された。第４に，国家食品薬品監督管理局が衛生部の外局と

なった。しかし，官庁数は１削減されただけで，大部門制にはほど遠いものであ

った。その背景には，改革の対象となった官庁が既得権益を守るために統廃合に

２００８年の中国
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強く抵抗したこと，そして改革の責任者である李克強副総理の指導力不足があった。

１１月，党第１７期中央委員会第３回全体会議（３中全会）が開かれ，「農村の改革・

発展の推進の若干の重大問題に関する決定」が採択された。農民の土地請負制度

が現行の３０年から７０年に延長され，土地の自由流通も条件つきで認めた。また農

地のむやみな建設用地への転換を禁じた。土地所有制度の変更という党にとって

重要な政策提示であった。

安全への不信感

食品安全，生産現場の安全が脅かされる事件，事故も相変わらず発生した。

８月１日，山西省襄汾県で違法操業中の鉄鉱山で土砂崩れ事故が発生し，省政

府は死者１１人と発表した。しかし『瞭望東方周刊』誌による追跡調査で実際の死

者が４１人と判明，当局への不信感が高まった。その後９月８日に現場で土石流が

発生し，さらに２５４人が死亡した。このことで省長の孟学農が引責辞任した。

河北省石家荘市の食品メーカー三鹿集団が製造した乳児用粉ミルクに有害な化

学物質メラミンが混入されていることが発覚し，消費者の間で大パニックが発生

した。９月１３日，衛生部が三鹿製粉ミルクによる腎臓結石患者数が４３２人と発表

し，同社に操業停止を命令した。当局は，７月にはすでに情報を入手していたが，

五輪への影響を考慮し，報道規制し，対応を先延ばしにしたという指摘もある。

同２２日には国家品質監督検査検疫総局の李長江局長が引責辞任し，同３０日付『人

民日報』には市政府が対応の遅れを自己批判するインタビュー記事が掲載された。

１０月１日，国家品質監督検査検疫総局が国内の粉ミルクメーカー２０社の製品３１品

目からメラミンが検出されたと発表し，メラミンが一般用粉ミルクにも混入して

いることが判明した。１０月５日，内モンゴル自治区フフホト市公安当局はメラミ

ンの販売，混入に関わった容疑者６人を拘束した。１２月２６日，三鹿集団がメラミ

ン被害者への賠償のため９億２００万元を全国乳業協会に支払ったことを石家荘市

当局が確認したが，個別の訴訟を封じ込めるためとみられる。

相次ぐ大規模な抗議行動

政府に対する人々の不満は強く，大規模な抗議行動が相次いだ。

最近では最も規模の大きい数万人の暴動が，６月２８日に貴州省黔南布依族苗族

自治州甕安県で発生した。１５歳の女子中学生の強姦殺害事件で，地元公安部門が

逮捕した容疑者を公安関係者の子息であることを理由に釈放したことに不満を持

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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った関係者の抗議をきっかけに，慢性的に地元政府に不満を持つ層が暴動を拡大

した。貴州省政府も対応に乗り出し，地元政府と闇社会との日常的な癒着を問題

視して，７月４日に県党委員会（党委）書記と同県長が解任された。

また高利で不法に資金調達を行い，元利返済できなくなった不動産開発会社や

開発予算が足りずこれらを黙認していた地元政府に対する出資者による抗議デモ

が全国各地で起きた。これによる大規模デモの恐れがあったため，７月２７日に河

南省商丘市と同２８日に同省安陽市で予定されていた五輪聖火リレーが規模縮小と

なった。９月３～４日と２４～２６日に湖南省吉首市で，１６日には寧夏回族自治区銀

川市，１８日には浙江省麗水市で１万人規模のデモが起き，当局と衝突した。

タクシー運転手のストライキも発生した。１１月３日，重慶市で市に納める管理

費やガソリン代の過重な負担，それにより強いられる長時間労働への不満が噴出し，

タクシー運転手による待遇改善などを求めるストライキが発生した。これに対し，

薄煕来市党委書記が運転手代表に陳謝し，１台当たり１日５０元の補助金支給を決

定した。これを知った全国各地のタクシー運転手が同様のストライキを起こし，

広東省の広州市や汕頭市，海南省三亜市などで比較的大規模なストライキが発生

した。これらはタクシー運転手間の組織的連帯によるものではなく，個人的な情報

ネットワークによって全国に波及したという点でもこれまでにないケースといえる。

汚職などによる処分も多かった。３中全会で于幼軍（文化部副部長）が，広東省

深�市長だった２０００～２００３年に，弟が関係する香港企業に便宜を図った容疑で中
央委員を解任された。また１０月２８日には最高人民法院副院長の黄松有の解任が承

認された。司法幹部の処分としては過去最高位である。黄は広東省広州市の不動

産売買に関わり，不正転売で４億元の利益を得たとされた。

政治改革の限界と「０８憲章」の波紋

さまざまな問題への対応策として，発足したばかりの第２期胡錦濤政権に対す

る政治改革への期待は大きい。

２月の党第１７期中央委員会第２回全体会議で「行政管理体制改革の深化に関す

る意見」が採択され，中央と地方での行政改革が指示された。７月には「党全国

代表大会・地方各級代表大会代表任期制暫行条例」を施行し，とくに職務のなか

った代表の５年の任期中の職務を規定した。施行中の問責制も，指導幹部の目標

設定が厳しくなり，雲南省では２～７月の５カ月間に４２２人の幹部が引責辞任し

た。司法改革については，１１月２８日の中央政治局会議で，党中央が省レベルの司

２００８年の中国
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法部門を管轄し，省党

委が地級市や県レベル

の司法部門を管轄し，

司法の地方保護主義を

打破する改革案が討議

された。しかし，こう

した改革は行政改革の

域を出るものではなく，

党の指導という原則に

メスを入れるものでも

ない。

政治改革の一環とし

ての報道の自由化も進

んでいるが限界がある。五輪では，取材相手の同意を得られれば外国人記者の取

材は自由とされた。しかし，当局は，取材相手に同意しないよう圧力をかけるこ

とで，事実上の取材規制を行った。チベットの３．１４行動，四川大地震，食品安全

に関わる事件・事故では，厳しい報道統制を敷いた。党中央宣伝部は８月上旬に，

国内メディアに対し五輪期間中の独自取材を規制する内部通達を出していたこと

も判明している。

１９７８年１２月に改革・開放への転換が宣言された党第１１期中央委員会第３回全体

会議から３０周年を記念する大会が１２月に開かれた。この席で胡総書記が党の指導

を強調しなければならなかったのは，前述のような政治的不安定という中国の現

状を反映してのことだった。しかし，党の指導も一枚岩ではない。９月から政治

学習キャンペーン「科学的発展観の学習・実践活動」（以下，「活動」）がスタート

した。１年半かけて中央が地方を統制し，胡錦濤政権の権威を確立することがそ

のねらいである。しかし，胡錦濤が提唱する科学的発展観に対する認識が，持続

可能な成長を掲げる中央と経済成長至上主義の地方でずれていることから，各地

方は「活動」をインフラ整備などのプロジェクトの拡大実施の機会としか捉えて

いない。政治学習キャンペーンは権威確立の手段として機能していない。

党主導の政治改革が遅々として進まないなか，党に衝撃を与えたのが，反体制

派の学者や弁護士，新聞記者ら３０３人が署名し，１２月１０日にネット上で発表した

「０８憲章」である。３０３人には，作家の劉暁波，余傑，故趙紫陽元総書記のブレー

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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ンの鮑�や天安門事件で息子を亡くした丁子霖などが名を連ねている。憲章は，
一党独裁を否定し，司法の独立，人権の保障など１９の要求項目からなる。インタ

ーネット上で集めた署名は，８１００人を超えた（２００９年１月２２日現在）。党が恐れて

いるのは，その内容もさることながら，経済格差や経済減速により不利益を被っ

ている一般人が，反体制の動きに感化され，抗議行動を起こすなど社会的に不安

定な状態を深刻化させることである。当局は，起草者のひとりとみられる劉暁波

を憲章発表後すぐに拘束し，他の署名者への取材も禁止した。また憲章に関する

国内報道やネット論壇への規制も強化した。 （佐々木）

経 済

２００８年の実質 GDP成長率は，速報値で前年比９．０％増と発表された。２００８年の

中国は大きな自然災害と世界的な金融危機による外需の減退という厳しい内外環

境に直面し，GDP成長率は年初の大方の予測であった１０～１１％の水準を大きく下

回ることになった。これにより，２００３年以来続いた１０％を超える高い経済成長率を

６年ぶりに下回ることとなった。諸外国に比べれば比較的高い成長を保っている

ものの，四半期ごとの GDP成長率をみれば，第１四半期１０．６％，第２四半期１０．１

％，第３四半期９．０％，第４四半期６．８％と，第４四半期の落ち込みが著しい。

これは，数年来中国の経済成長の主要因となってきた外需の急減速を受けたも

のとみられる。２００８年の輸出入総額は前年比１７．８％増だったものの，２００２年から

２００７年まで６年間連続した２０％以上の急増局面よりは減速した。工業生産も減速

し，企業の利益の伸びが鈍化した。一定規模以上の工業企業の生産額（付加価値

ベース）は前年比１２．９％増で，伸び率では前年より５．６ポイント低下している。

マクロ経済

２００８年の社会固定資産投資は前年比２５．５％増で，前年の伸び率をさらに０．７ポ

イント上回って安定的に増加した。ただし，２００８年は不動産市況の悪化が目立っ

た。不動産開発投資は，中国経済の高成長を牽引してきた固定資産投資（設備投

資と建設投資の合計）のうち，２割強を占める。２００８年の主要７０都市の不動産販

売価格の上昇率は，１月に１１．３％のピークを記録したあと急速に落ち込み，８月

以降マイナスに転じた。１２月には不動産販売価格が前年同月比でマイナス０．４％

となった。これは，景気減速で住宅販売量が急減しているためとみられている。

２００８年の中国
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輸出企業の業績悪化を受けて，減税によるてこ入れ政策が２度にわたり打ち出

された。１度目は８月１日から衣料品など繊維製品を対象に，輸出戻し税の還付

率が１１％から１３％に引き上げられた。繊維製品の輸出戻し税は２００６年９月に１３％

から１１％に引き下げられており，約２年ぶりに見直された。繊維製品は中国の輸

出総額の１割強を占める重要産業だが，人民元の上昇，原油など原材料高による

コスト上昇に直面して輸出競争力が低下していた。

２度目としては，１１月１日から全３４８６品目の輸出戻し税率引き上げが実施され

た。これは，２００４年以来の輸出戻し税政策のなかで，品目が最も多く，度合いも

大きいものであるといわれる。この見直しのなかで，８月から輸出戻し税が引き

上げられた繊維製品の還付率がさらに１４％まで引き上げられたほか，一部の玩具

も１４％に引き上げられた。このように，見直しの主眼のひとつは外需の減退で最

もダメージの大きかった労働集約型商品の輸出支援にあった。もうひとつの重点

は抗エイズ薬など，技術レベルが高く，付加価値の高い商品への輸出支援であり，

産業の高度化を促すための優遇措置である。

２００８年の貿易政策の調整は，輸出の減速と関連企業の経営悪化を受けて，輸出

産業への支援を図りつつ，経済成長を維持するマクロコントロールの一環として

実施されたものとみられる。ただし，これが２００３年以来目指されてきた加工貿易

の縮小と，輸出の品目構成の高度化と加工貿易産業の高度化を目指してきた貿易

政策の弛緩につながることも懸念されている。

こうした貿易支援措置にもかかわらず，金融危機の影響はますます深化し，年

末には輸出入とも急減した。年初から輸出は減速傾向を強めたものの，１０月まで

は２０％前後の安定的な伸びを示していた。ところが，１１月に急激に悪化し，前年

同月比２．２％減の１１４９億９０００ドルと，２００２年６月以来の減少となった。１２月の輸出

も前年同月比２．８％減の１１１１億６０００万ド
ルと，さらに減少幅を広げて２カ月連続の

減少を記録している。輸出が２カ月以上続けて減少するのは１９９９年以来，１０年ぶ

りであった。なお，１１月，１２月は輸入が輸出を上回る勢いで大幅に減少したため，

１１月の貿易黒字は４００億９０００ドルと，単月としての過去最高を記録した。

年間では輸出が前年比１７．２％増の１兆４２８５億５０００万ド
ル，輸入が同１８．５％増の１

兆１３３０億９０００ドルで，いずれも年初の政府目標の２０％増を下回った。外需の鈍化が

経済成長に負の影響をもたらしたことは明らかである。一方，貿易黒字は年間で

１２．５％増の２９５４億６０００万ド
ルとなり，４年連続で過去最大を更新した。この背景に

は，国内企業の減産による原料輸入の急減速があるとみられている。

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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製造業への打撃

１月から施行された企業所得税法，労働契約法の適用にともない，年初より外

資企業の経営コストが上昇した。

企業所得税法により，外資企業では前年まで適用された１５％の優遇税制が撤廃

され，中国企業と同じ２５％が適用されることとなった。また，労働者の待遇を改

善する労働契約法の施行により，人件費が高騰した。

これを受けて，製造業が集積する華南地域で年初から外資企業に撤退の動きが

みられるようになった。山東省煙台市で韓国系紡績関連企業の管理職が従業員

１０００人以上を残して夜逃げした例，広東省深�市の香港系大手クリスマスツリー
製造企業が操業停止し，給与未払いに従業員が抗議した例など，外資企業で労務

関係のトラブルが多く報道された。

２００７年まで実施されていた輸出優遇税制の一部縮小に加え，数年来の賃金の上

昇を受けて，輸出企業の生産コストは上昇した。人民元の上昇によって製品の輸

出価格が上昇し，中国製品の価格競争力が低下していることも外資企業の撤退の

一因であるとみられた。

製造業企業への影響は外資企業にとどまらず，国内の中小企業にも波及した。

実際に，広東，浙江，江蘇など各省の輸出向け加工企業には２００７年後半から経営悪

化がみられていたが，２００８年後半に入って倒産する企業が増えた。資源高騰にとも

なう原材料高も重なり，靴や玩具メーカーに代表される労働集約型産業の経営悪

化は深刻であった。１～５月の間に珠江デルタ地域の靴関連の輸出企業は前年同

期に比べ約半数の２４２８社に激減したうえ，半数近い企業が２００８年に入って輸出実

績がないと報道された。低コスト，低利潤の加工貿易モデルでは，利潤は５～１０％

であるといわれる。靴製造にかかるコストは前年に比べ２０％増加したともいわれ，

より低コストの資源と優遇税制を求めて重慶市など西部へ移転する企業も現れた。

輸出向け企業が集積する広東省を中心に，資金繰りが悪化した企業の生産停止に

対する労働者の抗議行動が相次いだ。広東省東莞市にある香港系の大手玩具メー

カー合俊集団の２つの工場が１０月１５日に突然閉鎖した時には，失業した従業員に

よる数千人規模のデモが発生した。同工場では，８月から未払い賃金の支払いを求

めて連日数千人規模の抗議行動が続いていた。２１日には，地元の鎮政府が７０００人

の従業員に対し，両工場の賃金未払い分２４００万元余りを立て替え払いしたという。

広州市の労働社会保障部門による調査では，労働契約法の実施前後で，企業の

賃金コストは平均７．２％上昇したという。全国の一定規模以上の企業に関する統

２００８年の中国
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計では，労働契約の締結率が去年に比べ２．３％上昇し，契約期間も延びたとされ

る。しかし，飲食・サービス，観光，建設など出稼ぎ労働者が多く就業する労働

集約産業の企業では，労働契約締結率は依然として低い。また，経営コストの上

昇に敏感な中小企業・私営企業でも労働契約締結率はとくに低い。経済環境と雇

用情勢が厳しくなるなか，経営難に直面する中小企業に対して労働契約法の遵守

を求めることはとりわけ難しく，法律の施行は順調ではない。

株式相場の下落

２００７年１０月に過去最高の終値６０９２．０５７ポイントを記録した上海総合指数は，政

府による金融引き締め政策の強化を受けて４月２２日には３０００ポイントを下回った。

人件費の高騰，人民元の上昇などを受け，輸出関連産業の競争力が弱まり始めた

との見方が背景にある。

財務省は４月２３日に株式売買の印紙税率の引き下げ（０．３％→０．１％）を発表した。

これにより，２００７年５月の引き上げを元に戻したことになる。株式相場の急速な

冷え込みの一方で，政府としては景気過熱とインフレを防ぐための金融引き締め

政策を弱めることはできないためとみられる。

それにもかかわらず，株価指数はその後も急落し，８月には２００６年１２月の水準

に落ち込んだ。バブルといわれた２００７年の株価上昇分がここにきて帳消しになっ

たことになる。２００８年末の上海総合指数の終値は１８２０．８１で，前年末の終値に比

べ６５．４％も下がった。年間の最高値は５５２２．７８ポイント，最安値は１６６４．９３ポイン

トで，２３１％余りも変動した。年間を通してみると，上海株式市場では総合指数

の２００８年の下落率は６５％に達し，時価総額にして６割以上の大幅目減りとなった。

これほど大きな下落率は世界の主要指数でも群を抜くものである。中国の株式

市場には，外資による国内株式の購入規制があるため，売買の大半が国内の個人

投資家によるものとなっている。とりわけ，前年の株ブームにのって株式売買を

始めた庶民の投資家が多く，株式の長期保有傾向が弱い。そのため，株価が一方

向に振れやすい傾向を持っているとみられている。

金融政策の転換──引き締めから緩和へ

２００８年のマクロ経済政策は２００７年来の引き締め政策から，後半年に入って緩和

政策に一転した。

２００７年秋から急上昇していた人民元相場は，２００８年に入って世界的なドル安を

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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消費者物価指数

工業品出荷価格指数

受けて上昇し，４月１０日に１ド
ル＝７元の大台を突破して，２００５年７月の人民元切

り上げ後初の６元台に突入した（図１）。これは，通貨当局が金融引き締めの一環

で，国内のカネ余りにつながる元売り・ドル買いの市場介入を減らしているため

だとみられた。

物価上昇は２００８年の前半まで続

き，２月の消費者物価指数（CPI）

上昇率は前年同月比８．７％に達し

た。４月まで８％台で推移し，５

月には７．７％の上昇にとどまった

ものの，他方で年初から上昇し続

けた工業製品出荷価格指数（PPI）

は７～８月にかけて１０％に上昇し，

この時点ではインフレ懸念はなお

大きかった（図２）。

インフレ対策として，前年来の

金融引き締め政策に続き，２００８年

前半は５回にわたり人民元預金準

備率の引き上げが実行された。１

図１ 対米ドル人民元為替レート水準（２００７年１月～２００９年３月）

（出所） 国家外�管理局ホームページ（http : //www.safe.gov.cn/）により筆者作成。

図２ 中国の消費者物価指数と工業品出荷価格指数

（２００７年１月～２００９年１月）

（出所） 国家統計局統計月報より筆者作成。
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～５月の４回は各０．５ポイント，６月の５回目は１ポイントの上げ幅で，預金準

備率は過去最高の１７．５％となった。

国内のインフレ懸念の一方で，４～６月期には外需の落ち込みによる GDP成

長率の低下がみられ，政府は金融引き締め政策の見直しを迫られた（表１）。中央

１ 金融引き締め措置

政策発表日 政策実施日 対 象
引き上げ前
（％）

引き上げ後
（％）

上げ幅
（ポイント）

１月１６日
３月１８日
４月１６日
５月１２日
６月７日

１月２５日
３月２５日
４月２５日
５月２０日

６月１５日／２５日１）

人民元預金準備率
人民元預金準備率
人民元預金準備率
人民元預金準備率
人民元預金準備率

１４．５
１５．０
１５．５
１６．０
１６．５

１５．０
１５．５
１６．０
１６．５
１７．５

０．５
０．５
０．５
０．５
１．０

２ 金融緩和措置

政策発表日 政策実施日 対 象
引き下げ前
（％）

引き下げ後
（％）

下げ幅
（ポイント）

９月１５日

１０月８日

１０月２９日

１１月２６日

９月１６日

９月２５日

１０月９日

１０月１５日
１０月３０日

１１月２７日

１２月８日

人民元貸出基準金利
人民元預金基準金利
個人向け住宅ローン
（５年以下）
人民元預金準備率
（中小金融機関）
１年もの貸出基準金利
１年もの預金基準金利
人民元預金準備率
１年もの貸出基準金利
１年もの預金基準金利
１年もの貸出基準金利
１年もの預金基準金利
人民元預金準備率
（大型金融機関）２）

人民元預金準備率
（中小金融機関）３）

７．４７

─

７．２０
４．１４
─

６．９３
３．８７
６．６６
３．６０
─

─

７．２０
変更なし
４．５９

６．９３
３．８７

６．６６
３．６０
５．５８
２．５２

０．２７

０．１８

１．００

０．２７
０．２７
０．５０
０．２７
０．２７
１．０８
１．０８
１．００

２．００

（注）１） ２回に分け，０．５ポイント分ずつ実施する。
２） 大型金融機関：工商銀行，農業銀行，中国銀行，建設銀行，交通銀行，郵政貯蓄銀
行など。
３） 中小金融機関：上記２）以外の金融機関。

（出所） 政府発表により筆者作成。

表１ ２００８年の主要な金融措置
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銀行である中国人民銀行は９月１５日，人民元の貸出基準金利の引き下げを発表し，

基準となる期間１年ものの人民元貸出基準金利は９月１６日から０．２７％引き下げら

れた。６年７カ月ぶりの電撃的な利下げ発表であった。世界経済の低迷による中

国経済の減速と，なかでも深刻な打撃を受けている輸出企業への支援策を求める

政治的な圧力が背景にあるとみられる。人民銀行はさらに，９月２５日より一部大

手銀行を除く市中銀行の預金準備率を１％引き下げた。預金準備率の引き下げは

１９９９年１１月以来，８年１０カ月ぶりであった。利下げは１０～１１月にかけてさらに３

回実施され，そのうち２回（１０月８日発表，１１月２６日発表）は預金準備率とセット

で引き下げられた。とくに，１１月の利下げは貸出・預金基準金利とも１．０８％とい

う市場の予想を上回る大幅利下げであった。

４兆元の景気刺激策

金融政策の頻繁な発動にもかかわらず，１０月に発表された第３四半期の GDP

成長率は９．０％とさらに減速し，２００４年以来の最低水準となった。政府は２００７年

来の引き締め政策から一転して景気刺激策の発動を決め，１１月５日に４兆元の財

政出動による投資拡大計画を実施することを発表した。これにともなう支出は

２０１０年末までに実施される。中央政府はそのうちの１兆１８００万元を投じ，残りの

部分は地方政府の支出拡大と銀行貸付の増加などによるものと発表されている。

投資措置は１０項目にわたる。（１）低所得者向け住宅建設，（２）農村のインフラ建

設，（３）鉄道・道路・空港など基幹インフラの整備，（４）医療・文化・教育事業の

発展，（５）環境保護の強化，（６）産業の高度化支援，（７）地震復興，（８）国民所得の

引き上げ，（９）付加価値税改革による企業負担の軽減，（１０）金融支援の強化，が

含まれる。金融支援の強化のなかで，２００７年秋以来続けられた銀行融資の窓口指

導による総量規制も停止されることが明言された。

中央政府による投資額のうち，１０００億元を年内の第４四半期に先行投資するこ

とが決められた。これは１１月末までに実行され，政府発表によれば４０００億元の民

間投資を喚起したとされる。４兆元は前年 GDPの１６％ほどに当たる規模で，国

内のエコノミストの多くは，この資金投入が行われれば２００９年の GDPを１．５～

３ポイントほど引き上げる効果があるとみている。投資規模に対して期待される

経済効果が小さいことには，地方政府などによる資金調達への懸念と投資プロジ

ェクトの効果に対する疑問の両方がある。地方政府の資金調達策としては，国債

の地方財政への転用または地方債の発行などが検討されている。また，国有商業
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銀行には４兆元景気刺激策の投資項目に対する貸付が指示された。

投資プロジェクトの中身についても，多くが既存のプロジェクトの前倒し投資

であるなど，新規投資がどれほど実施されるのかは不透明である。大規模な財政

投入の経済効果に期待が集まる一方で，具体的な資金源や融資の方法については

政府内でも意見が分かれている。

マクロ経済の低迷は年末に入ってさらに深刻化し，１１月の工業品出荷価格指数

の上昇率は２．０％と大幅に鈍化した。急激に悪化の度合いを深める経済状況を受

けて，年末に開催された中央経済工作会議では，２００９年には GDP成長率８％を

達成するため，マクロ経済政策を総動員することが確認された。GDP成長率８％

とは，都市の十分な雇用を確保するために必要な最低ラインとされる。４兆元の

景気刺激策を中心とする内需拡大戦略と合わせ，財政政策を「穏健」から「積極」

へ，金融政策を「引き締め」から「適度な緩和」へ転換することが確認された。

不動産市況の悪化

２００７年までは不動産価格の高騰が問題となってきたが，２００８年は年初より不動

産市況が悪化した。

２００８年の主要７０都市の不動産販売価格の上昇率は，１月に１１．３％のピークを記

録したあと急速に落ち込み，８月以降マイナスに転じた。１２月には不動産販売価

格が前年同月比で０．４％のマイナスとなった。これは，景気減速で住宅販売量が

急減しているためとみられている。

これに対し政府は，１０月に住宅取得支援策を相次いで発表した。住宅ローンに

関しては，１０月２７日から商業銀行による個人住宅ローン金利の下限を貸出基準金

利の０．７倍にすることが発表された。同時に，ローン頭金の最低比率が２０％に引

き下げられた。また，１１月１日から個人住宅の売却と購入に対する印紙税と，個

人が住宅を売却する際に義務づけられる土地付加価値税も一時的に免除されるこ

ととなった。これに加え，地方政府が住宅消費に関する手数料の減免措置を独自

に制定することも奨励するとされた。

２００７年秋までに銀行は不動産向け融資を増やした経緯があり，融資総額に占め

る不動産向けの比率は現在２～３割に達しているとみられる。不動産価格の急落

が銀行経営に及ぼす影響も危惧されている。
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農民工の大量失業と三農問題

沿海地域の輸出向け労働集約型企業の多くが減産や生産中止に追い込まれるな

かで，それらの企業で雇用されていた農民工（農村出身の出稼ぎ労働者）が大量に

失業する事態が発生した。毎年，旧正月前後に農民工の帰省ラッシュが起きるが，

２００８年末には失業した農民工が旧正月を待たずに大量に帰省した。この動きは「返

郷潮」と呼ばれ，１０月から目立つようになった。旧正月前に帰省した農民工は１０００

万人，失業した農民工はさらに多く，農民工全体の１５．３％を占める約２０００万人と

の調査結果が発表されている。これに毎年発生する新規出稼ぎ予備軍を加えると，

年明けに職を求める出稼ぎ労働者は２５００万人に上るとみられている。

これに対し国務院は，１２月２０日付で農民工関連の仕事に力を入れることを指示

する通達を出した。（１）都市部，沿海地域の企業は農民工の解雇を極力回避するこ

と，（２）地方の各レベル政府は，失業した農民工に対する職業技能研修を行うこと，

（３）政府が投資する建設事業では，可能な限り農民工を雇用すること，（４）帰郷し

た農民工には，農村のインフラ整備事業の雇用を与えること，（５）帰郷した農民工

の起業を支援すること等が指示されている。

農業生産の面では，前年に引き続き２００８年も順調な１年であった。全国の食料

総生産量は過去最高の５億２８５０万トンで，５年連続の増産となった。農民の１人

当たり純収入は４７００元で，実質伸び率８％を実現した。しかし，豊作ゆえに農産

物価格は低迷しており，農民の増収は出稼ぎによる賃金所得によるところが大き

い。現在農民の非農就業所得は所得全体の４割を占めており，農民工の大量失業

が農民所得に直接影響することが懸念される。

１１月に発表された４兆元の景気刺激策のなかで，農村に関してはインフラ整備，

公共サービス，農業補助などの４項目が立てられた。これに関連して，同じ１１月に

指示された軽工業発展を促進するための政策のなかで，「家電を農村へ」政策の

全国への普及が指示された。これは，農民の家電購入に対し補助金を支払うもの

で，２００８年の前半に山東，四川，河南３省の農民を対象に，特定ブランドのカラ

ーテレビ，携帯電話，冷蔵庫などを購入する際に１３％の補助金を支給するという

ものであった。この政策は３省におけるモデル実施に続き，１０月には全国に拡大

され，補助の対象となる家電の種類もそれまでの３種に洗濯機を加えた４種類と

なった。また，補助対象の商品価格の上限もそれぞれ５００元ずつ引き上げられた。

農民の所得増による消費拡大は，外需が本格的に減退した２００８年以降，中国の

経済成長を維持するためにも重要性を増している。
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自然災害による被害

１月中旬から２月上旬にかけて，南部を中心とする幅広い地域で大雪に見舞わ

れ，電力供給や交通に大きな影響を与えた。国家発展改革委員会の発表によれば，

この大雪災害による直接的経済損失は１５１６億５０００万元に達した。

交通輸送面では，送電線が寸断されたことから鉄道に被害が出た。また，主要

高速道路２万 km近くが麻痺し，全国１４カ所の空港が閉鎖されて多数の航空便が

欠航した。旧正月の帰省ラッシュ時に当たったことから，数百万人もの帰省客が

足止めされた。

電力供給にも大きな滞りが発生した。大雪により各地で送電塔や送電線の倒壊

や寸断が起きたことから，１７０の県で電力供給が中断された。さらに，電力供給

の中断と交通網の被害を受けて一部の炭坑が閉鎖したため，発電所では稼働後も

発電用石炭の在庫が大幅に減少して安定的な生産が困難になった。このために，

被災地の工業生産には大きな影響が出た。被害が甚大だった湖南省では，一定規

模以上工業企業（年間売上高５００万元以上の工業企業）の８３％，江西省では同９０％

が一時的に生産中止に追い込まれた。住民の生活にも深刻な影響が出た。今回の

災害による死亡者は１２９人，行方不明者は４人と報告されている。家屋の倒壊は

４８万５０００件，損壊は１６８万６０００件に上った。

５月１２日には，四川省�川県でマグニチュード７．８の大地震が発生した。５月
末時点で，四川省の工業企業のうち，地震で被災した企業数は２万３７５社，経済

的損害は２０４０億１０００万元に達したと発表されている。

中央政府はこれに対し，金融・財政支援を実施した。金融引き締め政策の一環

として５月２０日から実施された預金準備率の０．５％引き上げについて，地震の被

害が大きかった四川省の６都市の地方金融機関については，復興資金を潤沢に供

給するため，預金準備率が据え置かれた。また，被災者の預金引き出しを円滑に

進めるため，預金通帳がなくても身分証明証などによって５０００元を上限に預金を

引き出せる特別措置をとった。

中央財政には７００億元の復興基金を創設し，そのうち２５０億元が被災者支援やイ

ンフラ修復に充てられた。生活が困難な被災者を対象に，１日１人当たり現金１０

元と５００グラムの食糧を支給し，犠牲者の遺族には５０００元の見舞金を贈った。社

会的弱者である孤児，老人，障害者には３カ月にわたって毎月６００元を支給する

と発表された。しかし，戸籍所在地によって被災者間で補給される物資に格差が

あり，被災者が不満を募らせたとの報道もされた。なお，中央政府の被災地への
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復興支援は計画全体の３割程度であり，残りは外資を含めた民間からの資金調達

と被災地の地元政府と沿海部の豊かな地方政府からの財政支出などでまかなう予

定とされた。ところが，金融危機とそれによる沿海部企業の経営不振のため，復

興資金集めは難航していると伝えられている。

資源・エネルギー問題

原油や石炭価格の急騰を受けて，政府は６月に石油製品と電力の政府統制価格

の引き上げを発表した。石油製品の値上げ幅は１６～１８％で，全国平均小売基準価

格の上昇幅はガソリンが１６．７％，軽油が１８．１％となった。さらに，それぞれ基準

価格から８％の範囲内での価格設定が小売業者に認められる。電力料金は７月１

日から kW時当たり平均０．２５元の引き上げで，４．７％の値上げになった。ただし，

一般住宅向けと農業・肥料産業向けの電力料金は据え置かれることで，庶民の生

活には一定の配慮がはらわれた。

原料の原油，石炭価格は市場原理による価格決定にゆだねられ，石油製品と電

力価格は政府がコントロールしている。２００８年は原油価格の上昇により，中国国

内の石油精製業者は国内で石油製品を売れば損をする逆ざやが発生し，政府によ

る石油大手企業への補助金も増加していた。電力についても石炭価格の上昇を背

景に，電力事業者から電力料金値上げの要望が相次いでいた。

夏には全土で電力不足が深刻化した。年初に南部をおそった大雪や四川大地震

による設備へのダメージもあり，電力不足は南部で最も深刻になった。発電設備

能力は２００７年末時点で７．１億 kWあり，最大電力需要の１．６倍に相当する。電力不

足の原因は，発電能力自体ではなく，発電所の採算悪化による発電削減と送電能

力不足にあるとみられている。石炭価格の高騰により発電コストが急上昇する一

方で，電力料金は抑制されており，発電会社の収益が低迷していた。

中国企業による海外での資源確保の動きも加速した。２月には国有・中国アル

ミが米アルコアと共同で英豪資本企業・リオティントへの出資を決定した。背景

には，需要が膨らむアルミ資源を安定的に調達する狙いがあるとみられる。７月

には国有大手資源会社，中鋼集団によるオーストラリア資源中堅，ミッドウエス

トへの株式公開買いつけ（敵対的 TOB）が成立した。中鋼集団はミッドウエスト

株の５０．９７％を取得し，同社がオーストラリア中西部に所有する５つの鉄鉱石鉱

山の権益を事実上取得した。同じ７月に，中国機械工業集団公司の傘下企業がア

フリカのガボンで鉄鉱石鉱山開発事業に参加するための協議書に調印した。この
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鉱山の年採掘量は３０００万トンが見込まれ，中国企業のアフリカでの資源開発投資

としては最大規模となっている。

中国の石油大手３社による，海外産油国や石油メジャーとの共同投資による国

内での製油所建設の動きが進んだ。中国石油天然気集団（CNPC）は６月，カター

ル国営石油グループおよびロイヤル・ダッチ・シェル（以下，シェル）と共同で国

内に製油所と化学プラントを建設することを発表した。同社はベネズエラ政府と

も広東省で製油所を建設する方向で交渉中と伝えられる。その他，各地で外国政

府や企業と共同で製油所，ガス田の開発を協議中だとされる。中国石油化工集団

（シノペック）も広東省で，クウェート石油会社と共同で製油所や化学プラントの

新設を検討している。また，中国海洋石油総公司（CNOOC）は広東省にシェルと

共同出資で化学プラントをすでに建設した。これに隣接して，製油所も本格稼働

させる。これらはいずれも，海外から原油を輸入し，国内でガソリンや軽油など

に精製する計画であり，産油国や石油メジャーと組むことで原油の安定調達や施

設設備の建設費負担軽減が見込まれている。

これら中国企業の投資拡大の裏には，共通して国内の急激な需要増がある。資

源価格の高騰を経験した２００８年には，資源の安定供給を目指した企業活動が加速

した。 （山口）

香港特別行政区の経済情勢

２００８年の香港経済は，成長が鈍化し，失業率は上昇，貿易・物流は減少，株・

不動産価格は下落した。

２００８年の実質 GDP成長率は，第１四半期こそ前年同期比７．３％増と高い伸び

を示した。しかし，その頃からすでに，広東省に工場を持つ香港製造業者は，労

働法改正，賃金高騰，環境規制強化，人民元高などで，次第に経営に工夫を要す

るようになっていた。さらにサービス業も，ここ数年の好景気に支えられた人件

費・オフィス賃料の高騰のために業績が悪化した。８月から１２月にかけてオフィ

ス賃料は５．５％下落し高コスト構造が若干是正された。しかし，オフィス売買価

格（５月から１２月に暫定値で２８．６％減），住宅売買価格（６月から１２月に暫定値で

２１．１％減），香港株式市場の代表的指数であるハンセン指数（通年で４８．３％減）の

大幅下落は逆資産効果を通じて消費を減速させた。GDP成長率は期を追うに従

って鈍化し，第２四半期は４．２％，第３四半期は１．７％となった。第４四半期はア

メリカ発金融危機の影響が実体経済に波及し，GDP成長率がマイナス２．５％とな
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り，深刻な不況となった。通年の成長率は２．５％だった。

失業率をみると，ここ数年の好景気に支えられ５～８月に３．２％（季節調整済）

まで下がったが，その後の景気後退を反映して，失業率は上昇に転じ，１０～１２月

には４．１％となった。

貿易総額は，１０月まで順調に推移したが，その後に輸出入ともに落ち込んだ。

１１月には前年同月比６．６％減，１２月には同１３．９％減となった。このため，通年で

は前年比５．３％の増加にとどまった。２００７年の同９．８％増と比べると増勢は半減し

たことになる。輸出先第２位のアメリカ向けがとくに大きく減少し，１２月は前年

同月比１４．８％減，通年でも前年比２．４％減であった。

コンテナ取扱量は，２００８年通年では前年比１．４％増の２４３３万 TEUと予測されて

おり世界第３位の地位を守った模様だが，１１月は前年同月比で９．４％減少した。

１２月は同２４．１％と大幅減少が予測されている。香港国際空港の貨物取扱量は，暫

定値で，１１月に前年同月比１８．７％の大幅減，１２月は同２８．２％のいっそうの減少，

通年では前年比３．１％減の３６３万トンだった。

このような不況下で，小売・飲食業の健闘が目立った。２００８年１２月の小売売上

高は，０．８％増とわずかながら前年同月を上回った。通年では前半の活発な消費

に支えられて前年比１０．５％増の２７３８億香港ド
ルだった。取扱量の前年比増が目立つ

のは，電気製品（１６．４％増）と酒税減税効果があった酒・たばこ（１５．９％増）である。

レストラン業界は，２００８年通年で売上高が１３．１％と大きく増加し，７９０億香港ド
ル

となった。不況が深刻化した１０～１２月の売上さえ前年同期比８．３％増と堅調だっ

たためである。 （森田）

対 外 関 係

日本との関係

胡国家主席の訪日など活発な首脳往来，五輪など日中関係は動きの多い１年と

なった。しかし，２００８年年初のギョーザ中毒事件により日本人の中国に対する不

信感は高まり，１２月に発表された総理府の調査では，中国に対して「親しみを感

じない」が過去最高の６６．６％（前年６３．５％）となった。さらに日本の政局の不安定

も加わり，日中関係に実質的な前進はみられなかった。

１月３０日，日本国内で中国製ギョーザ中毒事件が発生し，１０人の重軽症患者を

出した。ギョーザは河北省石家荘市の天洋食品が生産したもので，中毒の原因は
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メタミドホスと断定された。メタミドホスの混入場所をめぐり，２月２１日に日本

の警察庁が日本国内での混入の可能性は低いと発表すると，同月２８日に中国の公

安部が日本での農薬混入を示唆すると発表するなど，両国の捜査当局は自国内で

はないと主張し見解は真っ向から対立した。首脳会談直前の７月７日，中国側が

外交ルートを通じて，中国国内で天洋食品の回収ギョーザが流通し中毒事件が起

きたことを日本側に通告した。これにより中国での混入の可能性が強まった。し

かし中国側の要請で，日本政府はこの事実をすぐに公表しなかった。その後も，

首脳会談，外相会談などの場を通じ，早期の解明に向け，協力して捜査を続ける

ことで一致してきたが，２００８年中に原因は解明されなかった。

首脳間の相互訪問は多かった。５月，胡国家主席が日本を訪問した。中国側は

この訪問を「暖春の旅」と表し，日中関係の進展を高く評価した。「戦略的互恵

関係を全面的に推進することに関する日中共同声明」が調印されたが，共同声明

の作成に積極的だったのは中国側で，胡国家主席自身には新たな日中関係の方向

性を示したいという政治的な意図があった。しかしその内容は，未来志向で，新

しい日中関係が今後構築されることを期待させるものとなった。歴史認識につい

ての言及は少なく，両国が二国間協力だけでなく，アジア，国際社会に対するグ

ローバルな貢献を目指すことが確認された。さらに胡国家主席は７月の洞爺湖サ

ミット関連会議に出席するため，再び日本を訪問した。他方，福田首相は８月に

五輪開会式出席のため来訪した。また麻生首相も１０月に日中平和友好条約締結３０

周年記念レセプションとアジア欧州会合（ASEM）首脳会議に出席のため来訪した。

グローバルな貢献では，４月にメコン川流域各国も参加して，日中メコン政策

対話初会合を開き意見交換を行った。１１月の２０カ国・地域（G２０）の金融サミット

を契機に開かれた首脳会談では，世界的な経済危機について協議し，麻生首相は

中国に国際通貨基金（IMF）への資金拠出を要請したが，胡国家主席は慎重姿勢を

みせた。また１２月には，日中韓の中央銀行が韓国に対し，日中がウォンと引き換

えに外貨を提供する通貨交換（スワップ）の大幅拡大で合意した。また単独会議と

しては初の日中韓首脳会議が開かれ，世界的な経済危機の克服に向け共同で対処

することで合意し，連係強化に向けて３つの共同声明に調印した。

懸案である東シナ海ガス田開発問題では，一進一退が続いた。６月，両国政府は

共同プレス発表を行い，（１）「翌檜」（中国名：龍井）ガス田付近で共同開発，（２）「白

樺」（同：春暁）ガス田に日本の出資，（３）「楠」（同：断橋）「樫」（同：天外天）両

ガス田周辺海域は継続協議で一致し，大きな前進をみせた。しかし中国国内にはこ
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の合意への批判が少なくなかった。次の段階として権益配分などの条件を定める

条約作成のための協議が行われるはずだったが，７月の首脳会談で福田首相が，

五輪前の中国国内の対日感情悪化を懸念し，協議の先送りを提案していたことが

判明した。その後も協議の早期開催が確認されるものの，２００８年内には開かれな

かった。さらに，１２月８日には尖閣諸島・魚釣島近くの日本領海を中国の海洋調

査船が航行し，日本の第１１管区海上保安本部の巡視船の退去要求で，領海外へ出

る事件が起きた。１２月１３日の温総理との会談で麻生首相が抗議し，温総理が反論

する激しいやりとりがあった。こうしてこの問題が単なる共同開発ではなく，主

権に関わるものであることがあらためて浮き彫りとなった。

そのほか，５月の四川大地震では，海外からの支援の第１陣として日本の緊急

援助隊，医療チームが被災地に入り，その活躍ぶりは中国国内で大きく伝えられ，

感動を与えた。２００７年に初めて開かれた日中経済ハイレベル対話は，２００８年には

開催されなかった。日本の政局が不安定であることから，中国側が実質的な成果

を得られないと判断したと推測される。

アメリカとの関係

経済的な交流は増えたが，ブッシュ大統領の任期が残り１年となり，成果を焦

るアメリカとの政治的な対話はあまり進まなかった。

胡国家主席は，８月にブッシュ大統領と会見し，北朝鮮とイランの核問題など

を協議したほか，ブッシュ大統領から人権尊重と信教の自由拡大を求められたが

受け流した。１１月の会談では，ブッシュ大統領から６カ国協議の早期開催を要請

された。このほか温総理が９月にアメリカを訪問した。

米中間の対話枠組みも継続された。１月に第５回米中戦略対話，７月に第４

回，１２月に第５回の米中戦略経済対話が開かれた。しかし，１０月３日にアメリカ

政府が台湾への６５億ド
ルの武器売却を決定したことで，軍事交流は中止・延期とな

っている。

国際社会での発言権の拡大

ブッシュ政権がレイムダック状態に陥り，アメリカの経済が衰退するなか，中

国は国際社会において，大国，発展途上国の代表として発言を強めた。４月に国

連安保理常任理事国５カ国とドイツの６カ国がイランの核問題を協議する高官会

合を上海で開催し，中国がイランの核問題で貢献する姿勢をアピールした。７月
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の洞爺湖サミットでの G８と途上国５カ国との拡大会議では，胡国家主席が気候

変動問題への対応について，発展途上国に先進国並みのノルマを課すことに反対

した。また世界的な金融危機，食糧高騰に対しても発展途上国の立場を強調した。

１１月の G２０金融サミットにも出席し，国際金融システムの改革における「新興国

の発言権強化」を訴え，先進国に対し途上国向け融資の条件緩和や対外債務の減

免を求めた。さらに１２月には，海賊対策のため，ソマリア北部のアデン湾へ海軍

艦艇を派遣した。中国にとっては遠洋海域での初の護衛活動となる。

資源外交も引き続き展開し，１１月に呉邦国全人代常務委員長がアルジェリア，

ガボン，エチオピア，マダガスカル，セイシェルを訪問した。また同月に胡国家

主席がコスタリカ，キューバ，ペルーを訪問した。

韓国，北朝鮮との関係

朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の核問題が米朝主導で進んでおり，中国を議

長国とする６カ国協議の意義が問われた。７月，北京で６カ国協議首席代表者会

合が開かれた。プレスコミュニケには，６月２６日に北朝鮮が提出した核計画の申

告書をめぐり，検証のしくみ作りと各国の義務履行を監視するメカニズムの確立，

検証作業への国際原子力機関（IAEA）の関与が盛り込まれた。７月にはシンガポ

ールで６カ国協議非公式外相会議が開かれたが，６カ国協議の枠組みを重視する

中国にとって，北京以外の場所で６カ国協議が開かれたことへの抵抗感だけが残

った。１２月，北京で開かれた６カ国協議首席代表会合で中国は北朝鮮の核計画申

告の検証方法に関する合意文書のとりまとめを目指した。しかし，北朝鮮が中国

の提示した合意文書案を拒否したため，次回会合を約束する議長声明を発表する

にとどまった。

北朝鮮との関係は，１月に党中央対外連絡部の王家瑞部長が，６月に習近平党

中央政治局常務委員が北朝鮮を訪問し，金正日朝鮮労働党総書記と会見し，それ

ぞれ胡総書記からの親書を手渡した。

韓国との関係では，李明博政権が発足当初から対米重視を打ち出したことから，

中国は警戒感を強めていた。４月２７日にソウルでの五輪聖火リレーで，中国人留

学生らが脱北者支援団体と衝突し，韓国国内の嫌中感が高まった。５月に李明博

大統領が来訪し，中韓関係を戦略的パートナーシップに格上げすることで一致した。
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ASEAN，インド，パキスタンとの関係

東南アジア諸国連合（ASEAN）との関係は，３月に温総理がラオスを訪問し，

大メコン川流域経済協力サミットに出席した以外の目立った動きはなかった。７

月に楊潔�外交部長が，シンガポールを訪問し，ASEAN＋中国，ASEAN＋３（日
中韓），東アジアの各外相会議に出席した。経済イシューの重要性が高まり，日

中韓の３カ国による行動が優先されたため，中国にとっての ASEANの存在感が

相対的に低下したといえる。

南アジアの国々との関係では，１月にシン・インド首相が来訪し，共同文書で

経済分野を軸に貿易，エネルギー，環境保護，人的交流，軍事での協力拡大を確

認した。またインドの国連安保理常任理事国入り支持も盛り込まれた。５月には

中露印３カ国外相会議が開かれ，国際レベルおよび地域レベルの問題における意

思疎通と協調を強化し，３カ国の実務的な協力を深め，調和的で安定した多極的

世界の建設に力を尽くすことなどで一致したが，これは当然アメリカの存在を意

識した会議だった。７月の洞爺湖サミットでも共同で先進国に対し発展途上国の

立場を主張した。

ザルダーリー・パキスタン大統領も１０月に来訪し，インドがアメリカと原子力

協定を結んだことに対抗し，中国に対し原発の核燃料や技術供与を盛り込んだ原

子力協定の締結を求めた。しかし中国はその要請に応えず，中部パンジャーブ州

チャシュマで計画中の原発２基の建設に中国政府が協力することで合意した。

EU諸国との関係

２００８年の第７回 ASEM首脳会議が１０月に北京で開かれた。「世界の金融市場安

定化に向けて断固たる措置を取る」とする金融安定への特別声明を採択した。

ドイツとの関係は，２００７年９月にメルケル首相がダライ・ラマと会見したこと

で悪化していた。両国は，１月１８日の両国外相会談と２月１５日の温総理とメルケ

ル首相との電話会談でいったんは関係修復を確認した。しかし，チベットでの３．１４

行動に関し，メルケル首相は中国当局を非難し，五輪開会式には参加しなかった。

イギリスとの関係では，１月にブラウン首相が来訪し，教育，エネルギー分野

などで総額約８億ド
ルの協力文書に調印した。しかし，ブラウン首相が５月２３日に

イギリスを訪問したダライ・ラマと会見したことで，一時両国関係が悪化した。

その後ブラウン首相は，五輪開会式には欠席したが，ロンドンが次回五輪の開催

地であることから閉会式には出席した。

２００８年の中国
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フランスとの関係では，同国政府が３．１４行動への中国の対応を非難し，またパ

リでの五輪聖火リレーの混乱が原因で両国関係が悪化した。そのため，サルコジ

大統領は当初五輪開会式への出席の取り止めることも検討したが，結局出席した。

１１月２６日，中国は１２月１日に開催予定だった中国・EU首脳会議の延期を通告

したことを発表した。ダライ・ラマが同時期に欧州を訪問し，各国首脳と会談す

ることが理由だった。１２月６日に EU議長国のサルコジ大統領がダライ・ラマと

会談したことから，翌７日に外交部は駐中国フランス大使を呼び，抗議した。

台湾との関係

台湾総統選挙で国民党の馬英九が当選したことにより，中国の対台湾政策は一

転した。４月１１日から次期副総統である蕭万長が来訪し，胡総書記と会見した。

その後，４月２４日から江丙坤副主席，同月２８日からは連戦名誉主席，５月２６日か

らは呉伯雄主席と立て続けに中国国民党の要人が来訪した。連名誉主席との会見

で胡総書記は，「現在台湾情勢に積極的な変化が起きた。両岸関係に良好な発展

の勢いが表れている。両岸双方が，相互信頼を打ち立て，争議を棚上げし，大同

を求め小異を残し，winwinの関係を創り，両岸同胞の福祉を図り，台湾海峡の

平和を図り，両岸関係の平和発展の新局面を創り上げよう」と述べた。

その後関係改善は一気に進んだ。６月３日，外交部副部長の王毅が中央台湾工

作辧公室主任兼国務院台湾事務辧公室主任に就任したことが判明し，また前任の

陳雲林が海峡両岸関係協会（海協会）会長に就任し，新しい対台湾体制が整った。

６月１１日から江丙坤が台湾の海峡交流基金会（海基会）董事長の立場で中国を訪れ，

陳会長と会談し，１９９８年以来の海協会と海基会のトップ会談が実現した。両者は，

陳会長の台湾訪問，中台間週末チャーター便の７月からの運航開始，中国人観光

客の第三国を経由しない台湾訪問解禁で合意した。陳会長の台湾訪問は１１月に実

現した。陳会長は江董事長と会談し，トップ会談の制度化，直行チャーター便の

増発，海運で開放する港の拡大，郵便の直送，食の安全での相互連絡や被害者支

援の枠組みの設置で合意した。

その後も関係改善は進み，中国は１１月のアジア太平洋経済協力会議（APEC）非

公式首脳会談への連名誉主席の参加を容認し，台湾が国際社会での外交空間の広

げることに柔軟に対応することをアピールした。また１２月１５日に中台間の海運直

行便と郵便の直接往来が解禁され，中国が長く求めていた「三通」（中台間の直

接的な通商，通運，通郵を指す）が実質的に実現することになった。同月２３日に

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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は中国が台湾に贈呈した２頭のジャイアントパンダが台北に到着し，庶民レベル

での関係改善ムードを高めた。

ロシア，SCOとの関係

５月，就任したばかりのメドベージェフ大統領が最初の外遊先として中国を訪

問し，胡国家主席との会談で「戦略的パートナーシップ」の強化を確認した。１０

月には温総理がロシアを訪問した。共同コミュニケで，ロシアから中国への長期

的な原油，天然ガス供給の協力などを確認し，東シベリアの石油パイプラインの

中国向け支線の建設のうち，ロシア国内部分について合意した。また，江蘇省に

ある田湾原発の第２期工事に関する覚書を交わした。しかし，グルジアからの南

オセチア自治州とアブハジア自治共和国の独立承認をめぐっては，中国は自国の

少数民族の独立問題を抱えており承認できないとして，ロシアと見解を異とした。

上海協力機構（SCO）では，８月２８日に開かれた SCO加盟国元首理事会第８回

会議に胡国家主席が出席した。会議はドゥシャンベ宣言を採択したが，「グルジ

ア側からの侵略」や「大量虐殺」といった表現を入れようとしたロシアに中国が

抵抗し，宣言から削除された。なお，この会議にはイラン代表がオブザーバーと

して，またインド，モンゴル，パキスタンの代表も参加した。 （佐々木）

２００９年の課題

建国６０周年を盛大に迎えたい胡錦濤政権だが，同時にチベット動乱５０周年，六

四天安門事件２０周年という政治的節目をどう乗り越えるかが最大の課題となる。

また回復の見込みの立たない経済危機への対応も，社会的な不安定を緩和するた

めの課題となる。

国内政治では，少数民族や反体制勢力を強権的な手段で抑え込むなど全体的に

引き締め基調が続くだろう。

２００８年の景気低迷は，今日の中国がすでに世界経済に深く組み込まれているこ

とを明らかにした。後半期にかけて深刻化したマクロ経済の低迷は，いまだ底を

みせておらず，２００９年に８％の GDP成長率が達成できるかどうかは，４兆元の

財政出動にもかかわらず必ずしも楽観的ではない。

ここに至って中国では，経済成長を維持するためには従来進めてきた外需依存

型の経済成長モデルを見直し，内需を急拡大することを迫られている。しかし，

その途は容易ではなく，政府にはマクロ経済環境の整備とともに，農民工を含む

２００８年の中国
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失業者への社会保障の整備など，社会不安を回避するための社会政策の整備が急

がれることになるだろう。

対外関係では，国際社会との協調をさらに進めるなかで，発言権を強めていく

だろう。

（佐々木：地域研究センター）

（山口：地域研究センター）

（森田：ジェトロ香港センター）
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１月４日

▲

江蘇省人民代表大会，代理省長に

羅志軍を任命。

１３日

▲

シン・インド首相，来訪（～１５日）。

１７日

▲

第５回米中戦略対話。

１８日

▲

ブラウン・イギリス首相，来訪（～

２０日）。

２８日

▲

温家宝総理，湖南省の大寒波の被害

状況を視察（～２９日）。長沙駅で対応の遅れを

謝罪。

２９日

▲

王家瑞中国共産党中央対外連絡部長，

北朝鮮を訪問（～２月２日）。３０日，金正日朝

鮮労働党総書記と会見。

３０日

▲

党中央政治局会議。

▲

中央１号政策文書「農業インフラをしっ

かり強化し，農業の発展，農民の収入増加を

さらに促進することに関する党中央と国務院

の若干の意見」の全文公表。

▲

日本国内で中国製ギョーザ中毒事件発生。

１０人が重軽症。

２月１４日

▲

政府，寒波による１２日までの１カ

月間の被害状況を発表。死者１０７人，経済損

失は１１１１億元。

２１日
▲

第２回農業センサス発表。
▲

「国家海洋事業発展計綱要」発表。

２２日

▲

第８回日中戦略対話（～２３日）。

２５日

▲

党第１７期中央委員会第２回全体会議

（～２７日）。

２６日

▲

第１０期全国人民代表大会常務委員会

第１１回会議（～２８日）。

２８日

▲

２００７年経済社会統計公報発表。

▲

公安部，ギョーザ中毒事件に関する初の

公式見解で，日本での農薬混入を示唆。

３月３日

▲

中国人民政治協商会議第１１期全国

委員会第１回会議開幕（～１４日）。

５日

▲

第１１期全人代第１回会議（～１８日）。

１４日

▲

チベット自治区ラサ市で大規模な暴

動が発生。

１９日

▲

第１１期全人代常務委第１回会議。

２３日

▲

第２回日中財務対話。

２９日

▲

温総理，ラオスを訪問（～３１日）。大

メコン川流域経済協力サミットに出席。

３０日

▲

第８回日中防衛安保対話。

３１日

▲

党中央，山東省党委書記に姜異康を

決定。

４月２日

▲

中国政府，「ダライ集団の『内幕』」

を発表。

３日

▲

内モンゴル自治区人代，代理主席に

巴特爾を任命。

７日

▲

党中央，黒龍江省党委書記に吉炳軒

を決定。

▲

河南省人代，代理省長に郭庚茂を任命。

１０日

▲

中国人民銀行，上海外国為替市場で

の人民元レート基準を１ド
ル＝６．９９２０元とする

と発表。６元台入りは初。

１２日

▲

胡錦濤総書記，台湾の次期副総統の

蕭万長と会見。

１５日

▲

河北省人代，代理省長に胡春華を任

命。

１６日

▲

上海で国連安保理常任理事国５カ

国・ドイツによるイランの核問題を協議する

高官会合。

１９日

▲

北京，武漢，青島などのカルフール

前で反仏デモ。

２２日

▲

全人代常務委第２回会議（～２４日）。

▲

国家発展改革委員会，年初の自然災害に

よる直接的経済損失が１５００億元を超えると発

表。

２３日

▲

財政部，株式売買の印紙税率の引き

上げを発表。

２５日

▲

メコン川流域各国も参加する日中メ

コン政策対話。

２８日

▲

党中央政治局会議。

重要日誌 中 国 ２００８年
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２９日

▲

胡総書記，連戦中国国民党名誉主席

と会見。

▲

チベット自治区ラサ市中級人民法院，

３．１４行動に参加した３０人の被告に実刑判決。

５月４日

▲

党中央統一戦線工作部の朱維群，

斯塔の両副部長，ダライ・ラマ１４世の個人代

表と「接触」。

６日

▲

胡国家主席，日本訪問（～１０日）。共

同声明に調印。

７日

▲

胡国家主席，福田首相と会談。

１２日

▲

四川省�川県を震源地とするM７．８

の地震発生。

１４日

▲

党中央政治局常務委会議，地震災害

救助工作を指示。

１５日

▲

中露印３カ国外相会議（モスクワ）。

１６日

▲

日本からの緊急援助隊，四川大地震

の被災地に到着。

１９日

▲

四川大地震被災者に対する全国追悼

日（～２１日）。

２０日

▲

日本からの医療チーム，四川大地震

の被災地に到着。

２３日

▲

メドベージェフ・ロシア大統領，来

訪（～２４日）。

２６日
▲

呉伯雄中国国民党主席，来訪（～３１

日）。２８日，胡総書記と会見。

２７日

▲

李明博韓国大統領，来訪（～３０日）。

同日，胡国家主席と会談。

６月８日

▲

「�川地震災害復興条例」施行。
１１日

▲

江丙坤台湾海峡交流基金会董事長，

来訪（～１４日）。

１３日

▲

胡総書記，「科学的発展観の学習・

実践活動」試点工作に関する重要講話。

１７日

▲

習近平党中央政治局常務委員，北朝

鮮を訪問（～１９日）。１９日，金正日総書記と会

見。

▲

第４回米中戦略経済対話（～１８日）。

１８日

▲

国務院常務会議，四川大地震被災復

興の政策措置を討論。

▲

日中両政府，東シナ海問題で原則的な共

通認識に達し，共同プレス発表。

１９日

▲

国家発展改革委員会，２０日からガソ

リン，ディーゼル油，航空燃料，７月１日か

ら電力と電力用石炭の価格値上げを発表。

２４日

▲

全人代常務委第３回会議（～２６日）。

▲

日本の海上自衛隊護衛艦「さざなみ」，

広東省湛江港に寄港（～２７日）。

２６日
▲

武大偉外交部副部長，北朝鮮の核計

画申告書提出に関連する「６カ国協議首席声

明」を発表。

２７日

▲

党中央政治局会議。

２８日

▲

貴州省黔南布依族苗族自治州甕安県

で数万人規模の暴動が発生。

３０日

▲

胡総書記，「科学的発展観の学習・

実践活動」試点工作に関する重要講話。

７月１日

▲

党統戦部の朱維群，斯塔の両副部

長，ダライ・ラマ１４世の個人代表と２度目の

「接触」（～２日）。

▲

王岐山副総理，山東省の対外貿易と金融

の状況を視察（～５日）。

４日

▲

温総理，江蘇省と上海市の経済状況

を視察（～６日）。

▲

習近平常務委員，広東省の経済状況と香

港，マカオとの協力状況を視察（～５日）。

▲

中台間週末チャーター便，運航開始。

６日

▲

李克強副総理，浙江省の企業改革の

状況を視察（～８日）。

７日

▲

胡国家主席，日本訪問（～９日）。G

８洞爺湖サミットでの G８＋途上国５カ国と

の拡大会議に出席。

８日

▲

国務院，地方責任者らとの経済情勢

座談会を開催。

９日

▲

胡国家主席，福田首相と会談。

１０日

▲

国務院，経済学者との経済情勢座談

会を開催。

２００８年 重要日誌
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▲

６カ国協議首席代表会合（～１２日）。プレ

スコミュニケを発表。

１１日

▲

国務院，経済専門家との経済情勢座

談会を開催。

１５日

▲

胡錦濤中央軍事委員会主席，中央軍

事委上将授与式に出席。

▲

国務院常務会議（～１６日）。２００８年上半期

の経済情勢と下半期の経済政策を討論。

１６日

▲

「党全国代表大会・地方各級代表大

会代表任期制暫行条例」施行。

１９日

▲

温総理，広東省の経済状況を視察（～

２０日）。

２０日

▲

胡総書記，山東省青島市の経済状況

を視察。

２１日

▲

党中央，党外人士座談会を開催。経

済工作について意見聴取。

▲

雲南省昆明市でバス連続爆破事故，２人

が死亡。

２２日

▲

楊潔�外交部長，シンガポール，タ
ジキスタン，アメリカを訪問（～３０日）。

ASEAN＋中国，ASEAN＋３（日中韓），東ア

ジア，上海協力機構（SCO）の各外相会議に出

席。

２３日
▲

楊外交部長，シンガポールでの６カ

国協議非公式外相会議に出席。

２５日

▲

党中央政治局会議，政策基調を経済

過熱・インフレ防止から経済成長維持・イン

フレ抑制へ転換することを決定。

８月１日

▲

山西省襄汾県で違法操業中の鉄鉱

山で土砂崩れ事故発生。

▲

政府，繊維製品を対象とする輸出戻し税

の還付率の引き上げを実施。

４日

▲

新疆ウイグル自治区カシュガル市で

国境警備隊に対する襲撃事件発生。１６人が死

亡，１６人が負傷。

８日

▲

北京オリンピック開幕（～２４日）。

▲

福田首相，来訪（～９日）。五輪開会式出

席。

▲

胡国家主席，福田首相と会談。

１０日

▲

胡国家主席，ブッシュ米大統領と会

談。

▲

温総理，ブッシュ米大統領と会談。

２０日

▲

華国鋒前党主席死去，８７歳。

２５日

▲

胡国家主席，韓国，タジキスタン，

トルクメニスタンを訪問（～３０日）。SCO加

盟国元首理事会第８回会議に出席。

▲
全人代常務委第４回会議（～２９日），循環

型経済促進法を採択。

２７日

▲

国務院常務会議，「�川地震災害復
興総合計画」を審議，原則採択。

９月５日

▲

党中央政治局会議，「科学的発展

観の学習・実践活動」の実施を決定。

８日

▲

８月１日に土砂崩れのあった山西省

の鉄鉱山で土石流が発生し，２５４人が死亡。

１３日

▲

衛生部，粉ミルクへのメラミン混入

事件で，製造元の三鹿集団に操業停止を命令。

１４日

▲

孟学農山西省長，８日の土石流事故

で引責辞任。山西省人代，代理省長に王君を

任命。

１９日

▲

胡総書記，「科学的発展観の学習・

実践活動」動員大会・省部級主要領導幹部専

題研討班開班式で重要講話。

２２日

▲

三鹿製粉ミルク中毒事件で，国家品

質監督検査検疫総局の李長江局長が引責辞任。

２３日

▲

温総理，アメリカを訪問（～２６日）。

国連総会などに出席。

２５日

▲

有人宇宙船神舟７号の打ち上げ成功。

胡総書記が酒泉衛星発射センターで重要講話。

１０月９日

▲

党第１７期中央委員会第３回全体会

議（～１２日）。「農村の改革・発展の推進の若

干の重大問題に関する決定」を採択。于幼軍

の中央委員解任を決定。

１４日

▲

ザルダーリー・パキスタン大統領，

来訪（～１７日）。

中 国
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２３日

▲

全人代常務委第５回会議（～２８日）。

最高人民法院副院長の黄松有の解任を承認。

▲

麻生首相，来訪（～２４日）。ASEM首脳

会議に出席。

２４日

▲

北京で第７回 ASEM首脳会議（～２５

日）。

▲

胡国家主席，麻生首相と会談。

▲

温総理，麻生首相と会談。

２７日

▲

温総理，ロシア，カザフスタンを訪

問（～３１日）。第１３回中露首相定期会談，SCO

加盟国第７回首相会議に出席。

２９日

▲

国務院新聞辧公室「気候変動に対す

る中国の政策と行動」を発表。

１１月１日

▲

全３４８６品目の輸出戻し税の還付率

の引き上げを実施。

３日

▲

陳雲林海協会会長，台湾訪問（～７

日）。

▲

呉邦国全人代常務委員長，アルジェリア，

ガボン，エチオピア，マダガスカル，セイシ

ェルを訪問（～１５日）。

▲

重慶市のタクシー運転手ら，労働条件の

改善などを求めストライキを実施。

４日
▲

「国家人権行動計画」制定。

▲
党統戦部の朱維群，斯塔の両副部長，ダ

ライ・ラマ１４世の個人代表と３度目の「接触」

（～５日）。

５日

▲

国務院常務会議，積極財政策と適度

の金融緩和政策を決定。

９日

▲

政府，２０１０年末までの投資総額４兆

元の大規模景気刺激策１０項目を発表。

１５日

▲

胡国家主席，アメリカ，コスタリカ，

キューバ，ペルー，ギリシャを訪問（～２６日）。

２０カ国・地域（G２０）の金融サミット，APEC

非公式サミットに出席。

２０日

▲

胡国家主席，ブッシュ米大統領と会談。

２２日

▲

胡国家主席，麻生首相と会談。

１２月４日

▲

第５回米中戦略経済対話（北京，

～５日）。

８日

▲

６カ国協議首席代表会合（～１１日）。

議長声明を発表。

▲

中央経済工作会議（～１０日），２００９年の目

標を成長維持と内需拡大に設定。

▲

尖閣諸島・魚釣島近くの日本領海を中国

の海洋調査船が航行。

１０日

▲

国務院常務会議，農民工対策を指示，

農機具購入補てんの増加を決定。

▲
学者や弁護士，新聞記者ら３０３人，ネッ

ト上で「０８憲章」を発表。

１１日

▲

広西チワン族自治区成立５０周年記念

大会。周永康党中央政治局常務委員が出席。

１２日

▲

日中韓の中央銀行，韓国に対し日中

がウォンと引き換えに外貨を提供する通貨交

換（スワップ）の大幅拡大で合意。

▲

温総理，日本訪問（～１３日）。日中韓首脳

会議に出席。

１３日

▲

温総理，麻生首相と会談。

▲

単独会議としては初の日中韓首脳会議

（福岡）。

１５日

▲

中台間の海運直行便と郵便の直接往

来が解禁。「三通」が実質始動。

１８日

▲

中国共産党第１１期中央委員会第３回

全体会議３０周年記念大会。胡総書記が重要講

話で党の指導を強調。

２０日

▲

国務院辧公庁，「現在の農民工工作

をしっかり立派に行うことに関する通知」を

発表。

２２日

▲

全人代常務委第６回会議（～２７日）。

２３日

▲

中国が台湾に贈呈した２頭のパンダ，

台北に到着。

２６日

▲

党中央政治局会議。

▲

海軍艦艇３隻，護衛任務のため，ソマリ

ア沖に向け出港。

２００８年 重要日誌
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中　　央
規律検査
委  員  会

中央委員会

中央政治局
総書記

常務委員会

中央書記処

中 国 共 産 党
全国代表大会

党
中央軍事
委  員  会

国　　家
中央軍事
委  員  会

国務院

全国人民代表大会

常務委員会
専門委員会

各部・
委員会

最　　高
人民法院

最　　　高
人民検察院

中国人民政治
協 商 会 議
各級委員会

各　　級
人民代表
大　　会

各　　級
党委員会

海軍・空軍
・第２砲兵

大軍区司令部 各　　級
人民政府

各局・庁
・委員会

各　　級
人民法院

各　　　級
人民検査院

国家主席 中国人民政治
協  商  会  議
全 国 委 員 会

常務委員会

総 参 謀 部

人民解放軍

総 政 治 部
総 後 勤 部
総 装 備 部

◯１ 国家機構図（２００８年１２月末現在）

◯２ 中国共産党・国家指導者名簿

（２００８年１２月末現在）
１．中国共産党

（１）第１７期中央委員会

総書記 胡錦濤

中央政治局常務委員

胡錦濤 呉邦国 温家宝

賈慶林 李長春 習近平

李克強 賀国強 周永康

中央政治局委員

習近平 王 剛 王楽泉

王兆国 王岐山 回良玉

劉 淇 劉雲山 劉延東

李長春 李克強 李源潮

呉邦国 汪 洋 張高麗

張徳江 周永康 胡錦濤

兪正声 賀国強 賈慶林

徐才厚 郭伯雄 温家宝

薄煕来

中央書記処書記 習近平 劉雲山 李源潮

何 勇 令計劃 王滬寧

（２）中央規律検査委員会

書記 賀国強

副書記 何 勇 張恵新 馬 馼

孫忠同 干以勝 張 毅

黄樹賢 李玉賦

（３）中央軍事委員会

主席 胡錦濤

副主席 郭伯雄 徐才厚

委員 梁光烈 陳炳徳 李継耐

参考資料 中 国 ２００８年
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廖錫龍 常万全 靖志遠

呉勝利 許其亮

（４）中央直属機関

中央辧公庁主任 令計劃

中央組織部長 李源潮

中央宣伝部長 劉雲山

中央統一戦線工作部長 杜青林

中央対外連絡部長 王家瑞

２．国家最高機関

国家主席 胡錦濤

国家副主席 習近平

全国人民代表大会常務委員会委員長 呉邦国

中国人民政治協商会議主席 賈慶林

国務院総理 温家宝

国家中央軍事委員会主席 胡錦濤

最高人民法院院長 王勝俊

最高人民検察院検察長 曹建明

３．人民解放軍

総参謀長 陳炳徳

総政治部主任 李継耐

総後勤部長 廖錫龍

総装備部長 常万全

海軍司令員 呉勝利

空軍司令員 許其亮

第２砲兵司令員 靖志遠

４．国務院

総 理 温家宝

副総理 李克強 回良玉 張徳江 王岐山

国務委員 劉延東 梁光烈 馬 凱 孟建柱

戴秉国

外交部長 楊潔�
国防部長 曹剛川

国家発展改革委員会主任 張 平

教育部長 周 済

科学技術部長 万 鋼

工業信息（情報）化部長 李毅中

国家民族事務委員会主任 楊 晶

公安部長 孟建柱

国家安全部長 耿恵昌

監察部長 馬 馼

民政部長 李学挙

司法部長 呉愛英

財政部長 謝旭人

人力資源社会保障部長 尹蔚民

国土資源部長 徐紹史

環境保護部長 周生賢

住宅都市農村建設部長 姜偉新

交通運輸部長 李盛霖

鉄道部長 劉志軍

水利部長 陳 雷

農業部長 孫政才

商務部長 陳徳銘

文化部長 蔡 武

衛生部長 陳 竺

国家人口計画生育（出産）委員会主任 李 斌

中国人民銀行長 周小川

審計（会計検査）署審計長 李金華

国有資産監督管理委員会１）主任 劉家義

（注） １）直属特設機構。

２００８年 参考資料
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◯３ 各省，自治区，直轄市首脳名簿（２００８年末現在）

省
自治区
直轄市

党委員会
書記

省長
主席
市長

人代常務
委員会主任

省
自治区
直轄市

党委員会
書記

省長
主席
市長

人代常務
委員会主任

北 京
天 津
河 北
山 西
内モンゴル
遼 寧
吉 林
黒龍江
上 海
江 蘇
浙 江
安 徽
福 建
江 西
山 東
河 南

劉 淇
張高麗
張雲川
張宝順
儲 波
張文岳
王 �
吉炳軒
兪正声
梁保華
趙洪祝
王金山
廬展江
蘇 栄
姜異康
徐光春

郭金龍
黄興国

胡春華（代）
王 君（代）
巴特爾（代）
陳政高
韓長賦
栗戦書
韓 正
羅志軍
呂祖善
王三運
黄小晶
呉新雄
姜大明
郭庚茂

杜徳印
劉勝玉
張雲川
張宝順
儲 波
張文岳
王 �
吉炳軒
劉雲耕
梁保華
趙洪祝
王金山
廬展江
蘇 栄
姜異康
徐光春

湖 北
湖 南
広 東
広 西
海 南
重 慶
四 川
貴 州
雲 南
チベット
陜 西
甘 粛
青 海
寧 夏
新 疆

羅清泉
張春賢
汪 洋
郭声�
衛留成
薄煕来
劉奇葆
石宗源
白恩培
張慶黎
趙楽際
陸 浩
強 衛
陳建国
王楽泉

李鴻忠
周 強
黄華華
馬 �
羅保銘
王鴻挙
蒋巨峰
林樹森
秦光栄

シャンバビンツオ
袁純清
徐守盛
宋秀岩
王正偉

ヌル・ベクリ

羅清泉
張春賢
欧広源
郭声�
衛留成
陳光国
劉奇葆
石宗源
白恩培
列 確
趙楽際
陸 浩
強 衛
陳建国

アルケン・イミルバキ

（注） ㈹は代理。

中 国
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主要統計 中 国 ２００８年

１ 基礎統計

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
人 口（万人）
就 業 人 口（万人）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
都 市 部 失 業 率（％）
為替レート（１ドル＝元，平均）

１２８，４５３
７３，７４０
－０．８
４．０

８．２７７

１２９，２２７
７４，４３２
１．２
４．３

８．２７７

１２９，９８８
７５，２００
３．９
４．２

８．２７７

１３０，７５６
７５，８２５
１．８
４．２

８．１９２

１３１，４４８
７６，４００
１．５
４．１

７．９７２

１３２，１２９
７６，９９０
４．８
４．０

７．６０４０

１３２，８０２
７７，４８０
５．９
４．２

６．９４８７
（出所） 『中国統計年鑑２００８』，国家統計局発表による。

２ 国内総支出（名目価格） （単位：億元）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
最 終 消 費
民 間 消 費
政 府 消 費

総 資 本 形 成 額
財・サービス純輸出額

７１，６９１
５２，５７１
１９，１２０
４３，６３２
３，０９４

７７，４５０
５６，８３４
２０，６１５
５３，４９１
２，９８６

８７，０３３
６３，８３４
２３，１９９
６５，１１８
４，０７９

９７，８２３
７１，２１８
２６，６０５
７７，３０５
１０，２２３

１１０，５９５
８０，４７７
３０，１１８
９０，１５１
１６，６５４

１２８，４４５
９３，３１７
３５，１２７
１１１，４１７
２３，３８１

－
－
－
－
－

国 内 総 支 出 額 １２０，３５０ １３６，３９９ １６０，２８０ １８８，６９２ ２２１，６５１ ２６３，２４３ －
（出所） 表１に同じ。

３ 産業別国内総生産（名目価格） （単位：億元）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
第 １ 次 産 業
第 ２ 次 産 業
第 ３ 次 産 業

１６，５３７
５３，８９７
４９，８９９

１７，３８２
６２，４３６
５６，００５

２１，４１３
７３，９０４
６４，５６１

２２，４２０
８７，３６５
７３，４３３

２４，０４０
１０３，１６２
８４，７２１

２８，０９５
１２１，３８１
１００，０５４

３４，０００
１４６，１８３
１２０，４８７

国 内 総 生 産（GDP）
国 民 総 生 産（GNP）

１２０，３３３
１１９，０９６

１３５，８２３
１３５，１７４

１５９，８７８
１５９，５８７

１８３，２１７
１８４，０８９

２１１，９２４
２１３，１３２

２４９，５３０
２５１，４８３

３００，６７０
－

食料１）生産量（万トン）
１人当たりGDP（元）

４５，７０６
９，３９８

４３，０７０
１０，５４２

４６，９５０
１２，３３６

４８４０２．２
１４，０５７

４９，８０４
１６，１６５

５０，１６０
１８，９３４

５２，８５０
２２，６４０

（注） １）穀物，豆類，イモ類。
（出所） 表１に同じ。

４ 産業別国内総生産成長率（実質価格１）） （％）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
第 １ 次 産 業
第 ２ 次 産 業
第 ３ 次 産 業

２．９
９．８
１０．４

２．５
１２．７
９．５

６．３
１１．１
１０．０

５．２
１１．７
１０．５

５．０
１３．０
１２．１

３．７
１３．４
１２．６

５．５
９．３
９．５

国 内 総 生 産（GDP） ９．１ １０．０ １０．１ １０．４ １１．６ １１．９ ９．０
国 民 総 生 産（GNP） ９．５ １０．６ １０．４ １１．２ １１．８ １２．２ －
１人当たりGDP（元） ８．４ ９．３ ９．４ ９．８ １１．０ １０．９ ８．４
（注） １）２０００～２００５年の数値は２０００年価格，２００６年以降は２００５年価格を基準とする。
（出所） 表１に同じ。
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５ 国・地域別貿易 （単位：億ドル）

２００５ ２００６ ２００７
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

E U
ド イ ツ
ア メ リ カ
日 本
香 港
A S E A N
韓 国
台 湾
そ の 他

１，８１９．８
４０３．２

２，０３４．７
９１６．４

１，５５３．９
７１３．１
４４５．３
２０７．４

２，０００．２

９０３．２
３７８．８
５９２．１

１，１５７．２
１０７．９
８９５．３
８９７．８
８７１．１

２，４９１．５

２，４５１．９
４８７．２

２，３２７．０
１，０２０．７
１，８４４．３
９４１．８
５６１．４
２３４．６
２，３１１．

１，１０９．６
４５３．９
６９３．８

１，３３９．５
１２８．２

１，０８３．７
１，０３７．６
１，０１０．２
２，７０１．７

２，９２８．８
５９１．７

２，５２３．０
１，１６１．３
１，９０７．４
１，１４１．４
７３９．５
２５８．８

３，６２５．２

１，３２７．０
５５８．３
８１４．４

１，５０６．５
１２９．２

１，１６９．７
１，１２１．６
１，０３３．４
４，２２９．０

合 計 ９，６９０．８ ７，９１６．１ １２，１８０．２ ９，５５８．２ １４，２８５．５ １１，３３０．９
（出所） 海関総署。

７ 国家財政 （単位：億元）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
財 政 収 入
財 政 支 出
財 政 収 支
債 務 収 入
国 内 公 債・国 債
海 外 借 入

１８，９０４
２２，０５３
－３，１５０
５，６７９
５，６７９
０

２１，７１５
２４，６５０
－２，９３５
６，１５４
６，０３３
１２１

２６，３９６
２８，４８７
－２，０９０
６，８７９
６，７３４
１４５

３１，６４９
３３，９３０
－２，２８１
６，９２３
６，９２３
０

３８，７６０
４０，４２３
－２，１６２

─
─
─

５１，３２２
４９，７８１
１，７３９

─
─
─

６１，３１７
６２，４２７
－１，１１０

─
─
─

（出所）『中国統計年鑑２００８』，２００８年は全人代での財政報告による。

６ 国際収支 （単位：億ドル）

２００５ ２００６ ２００７
貿 易 収 支
輸 出
輸 入
貿 易 外 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支
経 常 収 支

１，３４１．９
７，６２４．８
６，２８２．９
－９３．９
１０６．４
２５３．９

１，６０８．２

２，１７７．５
９，６９６．８
７，５１９．４
－８８．３
１１７．５
２９２．０

２，４９８．７

３，１５３．８
１２，２００．０
９，０４６．２
－７９．０
２５６．９
２１３．５

３，７１８．３
資 本 ・ 金 融 収 支
資 本 収 支
金 融 収 支
直 接 投 資
流 入
流 出
証 券 投 資
負 債
資 産
そ の 他 投 資
負 債
資 産

誤 差 脱 漏

６２９．６
４１．０
５８８．６
６７８．２
８６０．７
１８２．５
－４９．３
２２０．０
２６９．３
－４０．３
３，０６７．３
３，１０７．６
－１６７．７

１００．４
４０．２
６０．２
６０２．７
８７２．９
２７０．２
－６７５．６
４５６．０

１，１３１．６
１３３．１

５，１６２．９
５，０２９．８
－１２８．８

７３５．１
３１．０
７０４．１

１，２１４．２
１，５１５．５
３０１．４
１８６．７
６３９．７
４５３．０
－６９６．８
７，０３１．２
７，７２８．０
１６４．０

準 備 資 産 －２，０７０．２ －２，４７０．３ －４，６１７．４
（出所）『中国統計年鑑』（各年版）。

中 国
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８ 香港 基礎統計

２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
人 口（１，０００人）
労 働 力 人 口（１，０００人）
実 質 GDP 成 長 率（％）
失 業 率（％）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
為替ルート（１ドル＝香港ドル）

６，７９８
３，５１３
８．５
６．８
－０．４
７．７８８

６，８３８
３，５３４
７．１
５．６
１．０

７．７７７

６，９１０
３，５７２
７．０
４．８
２．０

７．７６８

６，９５３
３，６３０
６．４
４．０
２．０

７．８０１

７，００９
─

２．５
─

４．３
７．７８７

（注） 人口は年末，失業率は季節未調整値，為替レートは年平均値。２００８年は暫定値。
（出所） 香港特別行政区政府統計處。

９ 香港 国・地域別の財貿易 （単位：１００万香港ドル）

２００７ ２００８
貿易総額 輸 入 地場輸出 再 輸 出 貿易総額 輸 入 地場輸出 再 輸 出

中 国 内 地
ア メ リ カ
日 本
シンガポール
台 湾
韓 国
ド イ ツ

２，６３７，９８４
５０６，９７０
４０６，８９６
２４５，２２５
２５８，０３７
１７２，３２３
１２９，１６７

１，３２９，６５２
１３８，７６８
２８７，３２９
１９４，７７５
２０５，１０２
１１９，３９３
４８，０４８

４０，６１０
２３，８７８
２，８６４
３，０４７
４，０３２
１，４５３
３，０２２

１，２６７，７２２
３４４，３２４
１１６，７０３
４７，４０３
４８，９０２
５１，４７７
７８，０９６

２，７８１，１８０
５０９，９９３
４１８，５０５
２５０，２６６
２４６，９８４
１６７，６４８
１４７，３８０

１，４１０，７３５
１５０，７３８
２９７，５５２
１９４，９５１
１９２，０４１
１１８，０８４
５３，４３８

３４，７５８
１８，８６０
２，２９０
３，０２５
３，８６３
１，２８５
１，９３１

１，３３５，６８７
３４０，３９５
１１８，６６３
５２，２９０
５１，０８０
４８，２７９
９２，０１１

全国・地域総額 ５，５５５，５２４ ２，８６８，０１１ １０９，１２２ ２，５７８，３９２ ５，８４９，４３９ ３，０２５，２８８ ９０，７５７ ２，７３３，３９４
（注）２００８年は暫定値。
（出所） 表１に同じ。

２００８年 主要統計

１５２


	2008104TPC
	2008104DIA
	2008104REF
	2008104STA

